
2021年度 日本財団「もう一つの”家”プロジェクト」募集要項 

 

 

はじめに 

 

 世界に先駆けて超高齢化社会を迎えている日本。人生の最期を迎える場所について考える世の中となってきま

した。 

「人生の最期を迎える場所」は、時代と共に変化してきました。1951年では8割以上の人が自宅で最期を迎えて

いましたが（*1)、医療技術の進歩や、家族構成の変化によって1976年には自宅死と病院死の割合が逆転

し、2016年以降、病院で最期を迎える人が8割近くを占めるようになりました。 

日本財団が2021年に実施した「人生の最期の迎え方に関する全国調査」（*2）では、人生の最期を迎え

たい場所として、自宅などの住み慣れた場所を望んでいる人が6割にものぼり、必ずしも本人の希望が叶えられる

状況ではないということが明らかになりました。 

心豊かな終末は地域の医療と介護の連携等が不可欠です。日本財団は住み慣れた場所で最期を迎えること

ができる地域づくりのさらなる推進と拡大に向けた事業を募集します。 

 

 

*1 厚生労働省「人口動態統計」（2016年） 

*2 https://www.nippon-foundation.or.jp/who/news/pr/2021/20210329-55543.html 

 

 

 

 

  



1. 対象となる団体 

日本国内にて次の法人格を取得している団体：一般財団法人、一般社団法人、公益財団法人、公益社団

法人、社会福祉法人、NPO 法人（特定非営利活動法人）、医療法人 

※一般財団法人および一般社団法人については非営利型のみ対象とします。 

※医療法人は経過措置型医療法人でないことを条件とします。 

 

2．対象となる事業  

1年目に①、２年目及び３年目に②を行う事業。 

◆◆ 今回の募集は①のみとなります。 ◆◆ 

 

① 既存施設や民家等の改修による環境整備（1年目） 

・利用者（主として高齢者）が、人生の最期まで心豊かに過ごせる「もう一つの”家”」のような場所の整備 

「もう一つの“家”」のポイント： 

· 自分らしい生活リズムが実現できる個の空間があること 

· 他者とのかかわりをもつための共用空間があること 

· 地域に開放される空間があること 

· 自然を感じる空間（例えば庭）があること 

· 五感（視覚、聴覚、触覚、味覚、嗅覚）を意識した空間設計がなされていること 

· 高齢者（住まいの利用者）の身体機能の低下を補う空間設計がなされていること 

 

※既存施設とは、下記の施設を指します。 

· 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

· 介護老人保健施設 

· 介護医療院（または介護療養型医療施設） 

· 有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

· 認知症高齢者向けグループホーム 

· 軽費老人ホーム 

· 養護老人ホーム 

· 小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能居宅介護事業所 

 

 

② 地域づくり事業（整備を終了した翌年(2年目)、翌々年(3年目）) 

・整備した場所を活かし、ボランティア活動や在宅看取りを推進する事業 

（事業例） 

· 介護保険外サービス（薬受け取り、散髪、散歩等）を実施する 



· 高齢者が社会参加できるプログラムを実施する 

· 地域の複数の職種・施設が共同するプログラムを行う 

· 在宅看取りを経験した地域の人が話をする仕掛けづくりを行う 

 

※①または②のみの事業は受け付けません。 

※②の申請は①の採択団体に改めてご案内いたしますが、①の申請の中で②の計画についても簡潔に記載いた

だきます。 

 

3. 助成金の補助率 

① 既存施設や民家等の改修による環境整備： 

補助率 80％以内、1事業当たりの上限額2,000万円 

② 地域づくり事業： 

補助率 80％以内、1事業当たりの上限額なし 

※決定時の申請時事業費総額は1万円未満切り上げとし、助成金額は1万円単位で決定します。 

※審査の結果、助成申請金額から減額して採択される場合があります。 

 

4.  対象経費と対象外経費 

※対象となる経費は、助成事業の実施に必要な経費とします。申請時は、必ず各団体が通常使用する会計費

目を使用してください。下記は参考例です。 

【対象経費】 

 対象となる経費は、助成事業の実施に必要な経費とします。 

 

① 既存施設や民家等の改修による環境整備 

· 工事に係る費用（外構工事含む）および設計・監理費 

· スプリンクラー等消防用設備設置費 

· 機器・備品費（固定資産として計上されるおおむね単価5万円以上のもの） 

※設計費については事業期間開始前に発生したものも遡及して対象とします。なお、助成決定に至らない場

合は、自己負担となります。 

※設計を担当した業者を、工事の入札参加業者に指名することは避けてください。ただし、小規模の工事で

入札を実施しない規模である場合は、ご相談ください。 

※機器・備品費のみのご申請は受け付けません。 



 

② 地域づくり事業（参考／今回募集の申請対象ではありません） 

 

費目（例） 内容 

臨時雇用費 事業を実施するために直接必要なアルバイト等の経費 

諸謝金 講師や通訳など外部の専門家に対する謝金 

旅費交通費 事業を実施するために必要な出張旅費や交通費など 

委託費 調査研究、情報公開のための成果物の電子化経費など事業の一部

を他に委託する費用 

消耗什器備品費 事業に直接必要な機材や備品等の購入費 

印刷製本費 ポスター・パンフレット等のコピー・印刷など 

通信運搬費 郵送料、宅配便代など 

会議費 会場借用料、会場設営費用、委員会や各種会議での茶菓子代など 

広告宣伝費 実施事業の開催告知などを、新聞・雑誌・WEB等で広告するための

費用 

事業管理費 事業を実施する上で必要な事務局人件費・家賃・諸経費 

（本事業が団体の活動の中で占める割合に応じた金額を記載し、そ

の根拠を明記してください。） 

雑費 少額かつ上記経費項目に含めることができない諸経費 

 

【対象外経費】 

· 土地、建物の購入費 

· 土地・建物の賃料 

· 施設の耐震診断に係る費用  

· 旧施設撤去費 

· 建築工事にかかる事務など開設事業で発生する人件費 

· 他、事業と関連の薄い経費 

5. 事業期間 

「①既存施設や民家等の改修による環境整備」について、助成契約締結・事業期間開始日（2021年11月

下旬（予定））以降に開始し、2022月3月31日までに完了することを原則とします。 

※②地域づくり事業については、別途ご申請（2022年2月頃にご案内します）および審査となります。 



※助成契約締結・事業期間開始前に見積合せ・入札・工事業者との契約等に着手しないでください。なお、1,

000万円を超える場合は入札を実施していただきます。 

※工事の状況ややむを得ない事情により事業期間内に竣工しない場合は事業期間の延長をすることができま

す。 

6.申請手続き・申請受付期間  

STEP1. Googleアカウントの取得 

（既に取得済み、使用中のアカウントがある団体は、新規アカウントの取得は必要ありません） 

STEP2. 申請の準備 

下記①～④をご準備ください。①～③については、フォーマットを日本財団公式サイト「日本財団「もう一つの“家”

プロジェクト」募集要項」ページ内の「9.必要資料ダウンロード」より、ダウンロードしてください。 

 

① Googleフォーム（＝助成金申請書）に記載いただく内容の下書き（注） 

② 収支予算書 

③ 地域づくり事業計画書【簡易版】 

④ 申請添付資料（下記表のとおり） 

注：Googleフォームを使用した申請手続きでは、フォーム入力中に一時保存ができませんので、入力前に下書き資料の作

成（添付資料として下書きシートを準備）を推奨しております。 

【今回募集分（①環境整備）の申請添付資料 ※すべてPDFにてご準備ください】 

書類名 備考 

法人の事業概要 定款・パンフレット等 

法人の財務諸表 直近の最終年度のもの 

建物登記簿謄本 コピー（発行後3か月以内） 

※原本は追って送付 

土地・建物貸借契約書また

は確約書（5年以上） 

該当する場合提出・写し 



工事概算見積書 

機器・備品の見積書または価

格がわかる資料 

工事概算見積書は建築士が作成したもの。 

設計監理費見積書 該当する場合のみ提出。 

工事概算見積書に含まれている場合は不要。 

図面 平面図（改修箇所がわかるもの、改修前と後で比較できるも

の） 

工事対象建物の現況写真 建物外観や工事個所を含む室内の様子がわかるもの 

 

STEP3. 申請 ※インターネットによる申請のみ 

下記Googleフォームよりご申請ください。 

https://forms.gle/2vorTDzrnLkwZGvi9 

受付期間：2021年7月7日（水）11:00～2021年8月31日（火）17:00まで 

7. 結果の通知 

2021年11月中旬ごろを目安として、郵送をもって採否の結果をお知らせします。それ以前の採否のお問い合わ

せにはお答えできませんのでご了承ください。 

8. 審査の視点 

審査は以下の３つの視点を中心に総合的に判断します。 

1. 組織体制 

事業要件を満たしていることに加えて、事業実施に問題がない人員・組織体制となっているか。 

2. 連携とその効果 

多様な関係者を巻き込み、事業の社会的意義を高めるとともに効果的に実施する工夫があるか。 



3. 継続・発展性 

助成終了後においても同事業を継続、発展させていく能力があるか。事業計画・資金計画が適正かつ合理

的であるか。 

4. 「もう一つの“家”」のポイントに合致するか・モデル的取組みとなるか 

ボランティア活動等地域活動の推進や在宅看取りの推進に寄与するものであるか。 

9. その他 

· 日本財団との間で締結する助成契約書および「事業実施ガイドブック」を順守していただきます。例えば、管

理義務期間（5年）内に整備対象の施設を休止・閉鎖した場合など、助成金の返還を求める場合があり

ます。 

· 本募集で採択した事業については、その後最大2年間の活動費を助成する予定ではありますが、日本財団

は関連する法律・規程に則り年度ごとに助成事業を決定するため、毎年度助成申請をしていただく必要が

あります。 

· 整備対象とする建物は法人が所有しているまたは賃貸借契約をしているものとします。他法人や個人が運

営することを前提としたもの等、法人との関連が薄いと判断されるものは対象外とします。 

· 日本財団の助成金を受け入れる際の収入科目は助成金収入としてください。 

· 事業完了後は、決められた期限までに事業完了報告書（収支計算書含む）をご提出いただきます。ま

た、監査および事業評価を実施します。 

· 日本財団が助成申請に際して収集した個人情報は、日本財団の個人情報保護方針に基づき、サポートプ

ログラムに関する事務手続き、助成金の募集案内、日本財団に関連するイベント案内、アンケートの実施、

各種お知らせのみの目的に利用します。 

 

10. 助成事業の申請に関する質問 

Ｑ．他の助成金も受けていいか？ 

Ａ．国庫補助金、他の公営競技（競輪、競馬など）や宝くじ、totoなどの補助金を受ける事業は申請できま

せん。地方自治体の補助・助成金、企業等からの協賛金は受けられます。また、福祉分野の事業は、独立行政

法人福祉医療機構（WAM）と両方の助成を受けることはできません。 



Ｑ．補助率と助成金額の考え方は？ 

Ａ．事業費総額に補助率を掛けたものが助成金額です。 

例えば、事業費総額2,000,000円の事業を計画した場合、補助率80％の場合：2,000,000円×80％＝

助成金額1,600,000円となります。ただし、決定した助成金額は上限となり、事業実施期間中や事業完了後

の増額はできません（事業完了後、最終の事業費総額によって自己負担金が発生します）。また、最終の事

業費総額が決定時の助成金額を下回った場合は、差額分が返還となります。 

Ｑ．助成表示をする理由は？ 

Ａ．日本財団の助成金は、ボートレースの売上金の一部を財源としています。ボートレースの売上金がさまざまな

公益事業を支えていることを広く知っていただくため、助成事業を行う際には、日本財団の助成を受けていることを

必ず表示していただきます。 

Ｑ．監査とは？ 

Ａ．監査とは、事業実施後に事業が適切に実施されたかどうかを確認した後、最終的な助成金額を確定するも

のです。実地監査として、当財団の監査員が事業を実施した団体の皆様の事務所に伺うことがあります。 

Ｑ．事業評価とは？ 

Ａ．事業評価とは助成契約書で定めた目標が達成されたかを確認し価値付けを行うものです。事業完了時に

ご提出いただく「助成事業完了報告書」において、事業を実施した団体の皆様に目標達成について評価を行って

いただきます。また、外部評価者らが事業評価を行い、評価結果を日本財団公式サイト（事業評価ページ）な

どで公表する場合があります。 

Ｑ．申請内容の修正をしたい。 

Ａ．申請後の訂正操作及び内容の変更はできません。 

Ｑ．申請できているか確認したい。 

Ａ．申請が完了した場合、自動的に申請受付メールが送られます。そちらをご確認ください。 

Ｑ．申請を取り下げたい。 

Ａ．お問い合わせ先にご連絡ください。 

11. お問合せ先 

日本財団 公益事業部 国内事業審査チーム 

「もう一つの”家”プロジェクト」 担当 福田、野村 

Ｅｍａｉｌ： zaitakuhospice@ps.nippon-foundation.or.jp 

※採択可能性に関するご質問は回答いたしかねます。 


